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(1) 動機： 知識波及は経済活動の地理的集積の一つ

の主要な要因である事が指摘されており，このこと

についての実証研究の蓄積は極めて重要であると

いえるが定量的指標を得ることが困難なため，未だ

十分な研究蓄積がなされているとはいえない．これ

まで知識波及の定量的指標として特許の引用関係

が使用されることが多かったが，これはいわば形式

知の波及といえよう．それに対し本稿では，いわば

暗黙知の波及を代理すると考えられる，共同研究

関係に注目し，知識波及の地理的集中について

分析を行う．その中でも特に，共同研究において

企業が果たす役割に注目した分析を行う． 
 
(2) 方法： データは日本の特許公報を用いた．まず出

願人情報を用いて企業の特定を行う．続いて発明

者の住所情報から，発明者が属する研究組織を同

定する．最後に発明者住所の文字列に出願人名

称と同じ文字列がある場合，その出願人の企業に

属する研究組織（事業所）とみなすことで，研究組

織，および所属企業を同定するのである．まず，ジ

オコーディングした住所情報を元に，共同研究を

行う組織間の地理的距離を全て計算し，その密度

関数を推定する．直観的には近い距離の方にピー

クがあれば共同研究関係は地理的に集積している

といえる．但し，研究組織そのものが東京・大阪な

どの大都市に集積している可能性があるため，この

ことを制御する必要がある．そのため，共同研究を

行いうる全ての研究組織間距離を計算し，その密

度分布を計算し，それとの比によって地理的集積

を評価することを行った．本稿ではさらにフォーマ

ルな統計的検定のため，Duranton and Overman 
(2005)によって開発された手法を応用することで共

同研究関係の地理的集積を捉えた．具体的には

研究組織がランダムに共同研究相手を選択すると

いう半実仮想の状況を考え，このもとで発生させた

共同研究距離分布からの乖離によって，実際の分

布の形状を評価したのである．つまり帰無仮説とし

てのランダムな共同研究相手の選択からの乖離に

よって，地理的集積についての統計的検定を行っ

たのである． 
 
(3) 結果： まず，共同研究は統計的に有意に集積して

いること，また，その集積範囲は 80km 程度であるこ

とが示された．また，共同研究の集積動向は，近年

の ICT 技術の劇的発展にも関わらず，1986 年から

2010 年までほぼ変化していないことも明らかとなっ

た．また，企業内の共同研究に比べて，企業間の共

同研究の方がより地理的に集積していること，また

単一の研究組織しか持たない小規模企業の共同研

究関係がより地理的に集積していることなどが示さ

れた． 
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  図 1： 共同研究距離のカーネル 密度分布 

        （点線は，ランダムな共同研究相手選択か 
ら発生させた信頼区間バンド） 

 

 

 
図 2: 共同研究距離と地理的分布距離の比 
（実線が企業内，点線が企業間共同研究） 

 

 

 

 


